
独立行政法人航海訓練所 平成 22 年度事業報告書

1. 国民の皆様へ

独立行政法人航海訓練所（以下「航海訓練所」という。）は、商船に関する学部を置く国立大学、商

船に関する学科を置く国立高等専門学校、独立行政法人海技教育機構等の学生及び生徒等に対し、航海

訓練を行うことにより、船舶の運航に関する知識及び技能を修得させることを目的とする機関です。

安全で質の高い航海訓練を効率的かつ効果的に行い、わが国の海上輸送の安全・安定に貢献すべく、

海技従事者として要求される技能と資質を兼ね備えた海事産業を担う優秀な人材の育成を行うととも

に、地球環境の保全と社会の発展に寄与する諸技術の研究を実施することにより、国土交通政策に係る

任務を的確に遂行しております。

本事業年度においては、「船員教育のあり方に関する検討会」の報告(平成 19 年 3 月)及び「独立行政

法人整理合理化計画」(平成 19 年 12 月 24 日閣議決定)に基づき、より効率的な組織運営体制の構築を

図るとともに、海運界のニーズを反映した安全で質の高い航海訓練を実施いたしました。また、関係機

関との協議を経て、対象となる学生、生徒等（以下「実習生」という。）の効果的な配乗を実現いたし

ました。

交通政策審議会海事分科会ヒューマンインフラ部会の答申(平成 19 年 12 月)を受け、各海事関連機関

と連携を密にし、海事 PR にも力を入れ、海事産業に貢献した活動を行っております。

2. 基本情報

(1) 法人の概要

① 法人の目的

独立行政法人航海訓練所（以下「航海訓練所」という。）は、商船に関する学部を置く国立大

学（国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第２条第２項に規定する国立大学をいう。第

１１条第１号において同じ。）、商船に関する学科を置く国立高等専門学校（独立行政法人国立高

等専門学校機構法（平成１５年法律第１１３号）第３条に規定する国立高等専門学校をいう。第

１１条第１号において同じ。）及び独立行政法人海技教育機構の学生及び生徒等に対し航海訓練

を行うことにより、船舶の運航に関する知識及び技能を習得させることを目的とする。（独立行

政法人航海訓練所法第３条）

② 業務内容

当法人は、独立行政法人航海訓練所法第３条の目的を達成するため以下の業務を行います。

1) 商船に関する学部を置く国立大学、商船に関する学科を置く国立高等専門学校及び独立

行政法人海技教育機構の学生及び生徒その他これらに準ずる者として国土交通大臣が指

定する者に対し、航海訓練を行うこと。

2)航海訓練に関する研究を行うこと。

3)前２号の業務に附帯する業務を行うこと。



③ 沿革

平成１３年４月 独立行政法人として設立

④ 設立根拠法

独立行政法人航海訓練所法（平成１１年法律第２１３号）

⑤ 主務大臣（主務省所管課等）

国土交通大臣（国土交通省海事局海技課）

⑥ 組織図

本社・支社等の住所

本 社：神奈川県横浜市中区北仲通五丁目５７番地

神 戸 分 室：兵庫県神戸市中央区波止場町１番１号

乗船事務室：東京都中央区勝どき五丁目８番１４号

(2) 資本金の状況 （単位：百万円）

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

政府出資金 5,007 － 195 4,812

資本金合計 5,007 － 195 4,812

（注）文中における計数は、原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものが

あります（以下の付表について同じ。）。

（文中における符号：「０」＝単位未満、「－」＝皆無）



(3) 役員の状況

役職 氏名 任期 担当 経歴

理事長 飯田 敏夫 自 平成 23 年 4月 1日

至 平成 25 年 3月 31 日

昭和48年10月 運輸省採用

平成18年11月 (独)航海訓練所航海科長

平成19年 4月 同 教育部長

平成21年 3月 同 退職

平成21年 4月 同 理事

理事 齋藤 重信 自 平成 23 年 4月 1日

至 平成 25 年 3月 31 日

教育部及び

運航部担当

昭和50年10月 運輸省採用

平成19年 5月 (独)航海訓練所航海科長

平成21年 4月 同 教育部長

平成23年 3月 同 退職

理事 野間 清二 （平成 21年 7月 14 日）

自 平成 23 年 4月 1日

至 平成 25 年 3月 31 日

事務局担当 昭和54年 4月 運輸省採用

平成17年 8月 国土交通省北海道運輸局次長

平成18年 7月 同 大臣官房運輸安全監理官

平成19年 7月 (独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構

施設管理統括役

平成20年 7月 国土交通省東京航空局長

平成21年 7月 同 退職（役員出向）

監事 濵田 英彦 （平成 22 年 8月 20 日）

自 平成 23 年 4月 1日

至 平成 25 年 3月 31 日

昭和53年 4月 外務省採用

平成13年 4月 在フィリピン日本国大使館公使

平成15年 3月 在ハンガリー日本国大使館公使

平成16年 9月 在ニュージーランド日本国大使館公使

平成20年 8月 外務省大臣官房付(内閣府大臣官房

参事官兼(独)国立公文書館アジア歴史

資料センター次長)

平成22年 8月 外務省退職(役員出向)

監事

(非常勤)

小川 英明 自 平成 23 年 4月 1日

至 平成 25 年 3月 31 日

平成15年12月 AIG㈱チーフオーディットオフィサー

平成17年 1月 富士火災海上保険㈱

監査・コンプライアンス本部長

平成18年 5月 富士火災海上保険㈱執行役

平成22年 4月 組織経営構造研究センター代表

(4) 常勤職員の状況

常勤職員は、平成 22 年度において 430 人（前期末比 3 人減少、0.69％減）であり、平均年齢は

41.10 歳（前期末 41.13 歳）となっている。このうち、国等からの出向者は 24 人、民間からの出向

者は 11 人です。

(注) 時点は、平成 23 年 1 月 1 日現在とする。



3. 簡潔に要約された財務諸表

① 貸借対照表

（単位：百万円）

資産の部 金 額 負債の部 金 額

流動資産 流動負債 １，１７６

現金・預金等 １，８０６ 未払金 ８８４

固定資産 ４，２７８ その他 ２９２

有形固定資産 ４，２７５ 固定負債

その他 ３ その他 ４２０

負債合計 １，５９６

純資産の部

資本金

政府出資金 ４，８１２

資本剰余金 △９６７

利益剰余金 ６４２

純資産合計 ４，４８８

資産合計 ６，０８４ 負債純資産合計 ６，０８４

② 損益計算書

（単位：百万円）

金 額

経常費用（A） ６，１２１

業務費 ５，７４７

人件費 ３，９３１

減価償却費 ４７

その他 １，７６９

一般管理費 ３７３

人件費 ２８５

減価償却費 ２

その他 ８６

雑損 ０



経常収益（B） ６，２４２

運営費交付金収益 ５，５７３

自己収入等 １８８

その他 ４８１

臨時損益（C） －

その他調整額（D） －

当期総利益（B－A+C+D） １２０

③ キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

金 額

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（A） ３０１

人件費支出 △３，９４３

交付金収入 ５，９５１

その他の業務支出 △１，７７５

その他収入 ６８

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（B） △７

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー（C） △１２７

Ⅳ資金増加額（D=A+B+C） １６６

Ⅴ資金期首残高（E） １，２１９

Ⅵ資金期末残高（F=E+D） １，３８６

④ 行政サービス実施コスト計算書

（単位：百万円）

金 額

Ⅰ業務費用 ５，９３３

損益計算書上の費用 ６，１２１

（控除）自己収入等 △１８８

（その他の行政サービス実施コスト）

Ⅱ損益外減価償却相当額 ６４３

Ⅲ損益外利息費用相当額 １２１

Ⅳ引当外賞与見積額 △１５

Ⅴ引当外退職給付増加見積額 △１３４

Ⅵ機会費用 １８１

Ⅵ行政サービス実施コスト ６，７２９

 財務諸表の科目

① 貸借対照表



現金・預金等：現金、預金、たな卸資産など

有形固定資産：土地、建物、船舶、車両、工具など独立行政法人が長期にわたって使用または

利用する有形の固定資産

その他（固定資産）：有形固定資産以外の長期資産で、ｿﾌﾄｳｪｱなど具体的な形態を持たない無

形固定資産等が該当

未払金 ：独立行政法人の通常の業務活動に関連して発生する未払金

政府出資金 ：国からの出資であり、独立行政法人の財産的基礎を構成

資本剰余金 ：国から交付された施設費などを財源として取得した資産で独立行政法人の財

産的基礎を構成するもの

利益剰余金 ：独立行政法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額

② 損益計算書

業務費 ：独立行政法人の業務に要した費用

人件費 ：給与、賞与、法定福利費等、独立行政法人の職員等に要する経費

減価償却費 ：業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって費用として配分

する経費

運営費交付金収益：国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識した収益

自己収入等 ：手数料収入、受託収入などの収益

③ キャッシュ・フロー計算書

業務活動によるキャッシュ・フロー：独立行政法人の通常の業務の実施に係る資金の状態を表

し、サービスの提供等による収入、原材料、商品又はサービスの購入による支

出、人件費支出等が該当

投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動

に係る資金の状態を表し、固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支

出が該当

財務活動によるキャッシュ・フロー：増資等による資金の収入・支出、債券の発行・償還及び

借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済などが該当

④ 行政サービス実施コスト計算書

業務費用 ：独立行政法人が実施する行政サービスのコストのうち、独立行政法人の損益

計算書に計上される費用

その他の行政サービス実施コスト：独立行政法人の損益計算書に計上されないが、行政サービ

スの実施に費やされたと認められるコスト

損益外減価償却相当額：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されないも

のとして特定された資産の減価償却費相当額（損益計算書には計上していない

が、累計額は貸借対照表に記載されている）

損益外減損損失相当額：独立行政法人が中期計画等で想定した業務を行ったにもかかわらず生

じた減損損失相当額（損益計算書には計上していないが、累計額は貸借対照表

に記載されている）



損益外利息費用相当額：資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理を行うとされた除去

費用等のうち、時の経過による資産除去債務の調整額（損益計算書には計上し

ていないが、累計額は貸借対照表に記載されている）

引当外賞与増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の賞与引

当金増加見積額（損益計算書には計上していないが、仮に引き当てた場合に計

上したであろう賞与引当金見積額を貸借対照表に注記している）

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の退

職給付引当金増加見積額（損益計算書には計上していないが、仮に引き当てた

場合に計上したであろう退職給付引当金見積額を貸借対照表に注記している）

機会費用 ：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場合

の本来負担すべき金額などが該当

4. 財務情報

(1) 財務諸表の概況

① 経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、キャッシュ･フローなどの主要な財務データの

経年比較・分析（内容・増減理由）

（経常費用）

平成 22 年度の経常費用は 6,121 百万円と、前年度比 57 百万円増（0.93％増）となっていま

す。これは、人件費が前年度比 177 百万円増（4.37％増）となったこと及び減価償却費の減 126

百万円（72.04％減）が主な要因です。

（経常収益）

平成 22 年度の経常収益は 6,242 百万円と、前年度比 163 百万円減（2.55％減）となっていま

す。これは、運営費交付金収益の減 295 百万円（5.02％減）が主な要因です。

（当期総損益）

上記経常損益の状況の結果、平成 22 年度の当期総損益は 120 百万円と、前年度比 220 百万円

減（64.62％減）となっています。

（資産）

平成 22 年度末現在の資産合計は 6,084 百万円と、前年度末比 277 百万円減（4.36％減）とな

っています。これは、減価償却累計額の増 690 百万円（7.58％増）が主な要因です。

（負債）

平成 22 年度末現在の負債合計は 1,596 百万円と、前年度末比 480 百万円増（43.08％増）と

なっています。これは、未払金の増 388 百万円（78.35％増）、新たに将来の有形固定資産の除

去のための債務として資産除去債務を計上したことによる増 209 百万円が主な要因です。

（業務活動によるキャッシュ・フロー）

平成 22 年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 301 百万円と、前年度比 109 百万円増

（56.74％増）となっています。これは、運営費交付金収入が 333 百万円減（5.29％減）、人件

費支出が前年度比 417 百万円減（9.55％増）及びその他の業務支出が前年度比 85 百万円減

（4.59％減）となったことが主な要因です。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）



平成 22 年度の投資活動によるキャッシュ・フローは△8 百万円と、前年度比 20 百万円減

(72.32％減)となっています。これは、有形固定資産の取得による支出が前年度比 20 百万円減

（72.32％減）となったことが要因です。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

平成 22 年度の財務活動によるキャッシュ・フローは△127 百万円と、前年度比 1 百万円減

（0.96％減）となっています。これは、長期リースを受けている海王丸等に係るリース債務の返

済支出額が皆減となったことによる支出が 116 百万円減（89.92％減）及び不要財産国庫納付に

よる増 114 百万円が主な要因です。

表 主要な財務データの経年比較

（単位：百万円）

区 分 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度

経常費用 ６，６４３ ６，４４７ ６，６３２ ６，０６５ ６，１２１

経常収益 ６，６１０ ６，５５６ ６，７００ ６，４０５ ６，２４２

当期総利益 ４ １１０ ６７ ３４０ １２０

資産 ７，９８５ ７，４４２ ７，００３ ６，３６１ ６，０８４

負債 １，９５１ １，４９３ １，５１６ １，１１６ １，５９６

利益剰余金 ５ １１４ １８２ ５２２ ６４２

業務活動によるキャッシュ・フロー △１６４ ２０８ ７０９ １９２ ３０１

投資活動によるキャッシュ・フロー △４１ △３５ １ △２８ △８

財務活動によるキャッシュ・フロー △２２９ △２３０ △１９０ △１２９ △１２７

資金期末残高 ７２２ ６６５ １，１８５ １，２２０ １，３８６

② セグメント事業損益の経年比較・分析（内容・増減理由）

（区分経理によるセグメント情報）

該当なし

③ セグメント総資産の経年比較・分析（内容・増減理由）

（区分経理によるセグメント情報）

該当なし

④ 目的積立金の申請、取崩内容等

該当なし

⑤ 行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析（内容・増減理由）

平成 22 年度の行政サービス実施コストは 6,729 百万円と、前年度比 12 百万円減（0.18％減）

となっています。これは、引当外退職給付増加見積額が 177 百万円減（411.82％減）したこと

が主な要因です。

表 行政サービス実施コストの経年比較

（単位：百万円）



区 分 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度

業務費用 ６，５８０ ６，３８４ ６，５５９ ５，９３３ ５，９３３

うち損益計算書上の費用 ６，６４３ ６，４４７ ６，６３２ ６，０６５ ６，１２１

うち自己収入 △６３ △６３ △７３ △１３１ △１８８

損益外減価償却相当額 ５５２ ６１６ ５７８ ５８１ ６４３

損益外減損損失相当額 １ － － － －

損益外利息費用相当額 － － － － １２１

引当外賞与増加見積額 － △９ △２１ △２０ △１５

引当外退職給付増加見積額 △５５５ ５ △１９７ ４３ △１３４

機会費用 ２７７ ２２３ ２２５ ２０３ １８１

行政サービス実施コスト ６，８５５ ７，２３０ ７，１４４ ６，７４１ ６，７２９

(2) 施設等投資の状況（重要なもの）

① 当事業年度中に完成した主要施設等

該当なし

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充

該当なし

③ 当事業年度中に処分した主要施設等

該当なし

(3) 予算・決算の概況

（単位：百万円）

区 分 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度



予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由

収入

運営費交付金 6,654 6,654 6,518 6,518 6,567 6,567 6,283 6,283 5,951 5,951

船舶建造費補助金 － － － － － － － － － －

施設整備費補助金 126 126 296 295 52 48 － － － －

受託収入 9 7 9 7 6 5 7 6 5 4

業務収入 21 19 21 19 22 25 40 32 37 37

その他の収入 3 37 4 37 4 43 4 93 69 148

区 分

18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由

支出

業務費 1,972 1,987 1,855 1,899 1,783 1,955 1,779 1,877 1,482 1,664

船舶建造費 － － － － － － － － － －

施設整備費 126 126 296 295 52 48 － － － －

受託経費 9 7 9 7 6 5 7 6 5 4

一般管理費 200 200 201 201 206 198 204 186 203 186

人件費 4,506 4,518 4,486 4,364 4,604 4,414 4,344 4,005 4,371 4,192

(4) 経費削減及び効率化目標との関係

当法人においては、一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因

により増減する経費を除く。）について、その抑制に係る職員の意識啓蒙をはかるとともに、中期目

標期間中の目標を達成するため期間中に６％程度の抑制を図ることとしております。また、業務経費

（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）に

ついて、中期目標期間中の目標を達成するため期間中に２％程度の抑制を図ることとしております。

（単位：百万円）

区 分

第 2 期中期目標

（18 年度）

当中期目標期間

予算額 比率
18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

決算額 比率 決算額 比率 決算額 比率 決算額 比率

一般管理費 200 100% 200 100.27% 201 100.87% 198 99.31% 186 93.15%

うち抑制対象経費 70 100% 66 94.02% 65 91.82% 63 89.35% 59 84.36%



業務費 1,972 100% 1,987 100.77% 1,899 96.27% 1,955 99.15% 1,877 95.17%

うち抑制対象経費 1,719 100% 1,689 98.25% 1,687 98.15% 1,699 98.83% 1,526 88.75%

区 分

第 2 期中期目標

（18 年度）

当中期目標期間

予算額 比率
22 年度

決算額 比率

一般管理費 200 100% 186 93.12%

うち抑制対象経費 70 100% 64 90.46%

業務費 1,972 100% 1,664 84.37%

うち抑制対象経費 1,719 100% 1,572 91.45%

5. 事業の説明

(1) 財源構造

当法人の経常収益は 6,242 百万円で、その内訳は、運営費交付金収益 5,573 百万円（収益の 89.29％）、

資産見返負債戻入 481 百万円（7.70％）及び自己収入等 188 百万円（3.01％）となっています。

(2) 財務データ及び業務実績報告書と関連付けた事業説明

ア 航海訓練の実施

独立行政法人航海訓練所法(平成 11 年法律第 213 号)第 11 条第 1 号に基づき、実習生に対し海運業

界のニーズ及び国際的な動向を反映した航海訓練を実施しました。

航海訓練の実施に当たっては、各船員養成機関の定員等を踏まえた受入計画に基づき、関係法令、

各船員養成機関の養成目的及び海運業界等からの意見を反映させた配乗計画を立案し、これに基づき

実施しました。

社船のニーズの多様化を踏まえ、平成２１年４月１日から実施している社船実習及び帆船実習の義

務付けの廃止を考慮して、大学航海科の帆船実習時期を変更し、大学生で社船実習を行う者の帆船実

習期間の短縮(３月)を継続し、その円滑な訓練の実施に取り組みました。

(a) 実習生受入実績

大学 890 名

商船高等専門学校 303 名

海技大学校 41 名

海上技術学校・短期大学校 612 名

開発途上国船員養成研修生 12 名

フィリピン国 MAAP 留学生 39 名

(b) 訓練機材の整備

オンボード操船シミュレータについて、実船訓練との効果的な融合を図るための実習プログラム

を開発し、実習効果の向上を図りました。

また、船社及び船員教育機関で世界的に広く使用されている海事英語演習教材を導入し、就職後

の船舶における外国人船員等との業務を想定した英語によるコミュニケーションの向上を図りま



した。

イ 研究の実施

独立行政法人航海訓練所法第 11 条第 2 号に基づき、航海訓練に関する研究を実施しました。

研究の実施に際しては、実船を研究に活用できるという当所の特殊性を踏まえ、船員教育訓練及び

船舶運航技術に関する研究活動を実施しました。研究体制の強化・充実に加え、研究テーマの重点化

を図ることにより研究活動を強化し、研究成果を航海訓練に活用しました。

(a) 主な研究テーマ

・ヒューマンエレメント（操船シミュレータを利用した効果的な航路見学教材に関する研究）

・地球環境保全（船舶の陸上電源供給による大気環境改善調査）

・資質教育（練習船における資質訓練に関する研究）

・安全衛生（船内供食における栄養管理に関する研究）

(b) 研究件数

・独自研究 20 件（新規 6 件、継続 14 件）

・共同研究 18 件（新規 4 件、継続 14 件）

ウ 社会に対する成果等の普及・活用促進（附帯業務の実施）

独立行政法人航海訓練所法第 11 条第 3 号に基づき、次の附帯業務を実施しました。

(a) 技術移転の推進に関する業務

国土交通政策と連携するため、海事関連行政機関及び国内外の船員教育機関等からの研修員を受

入れるとともに、国外の政府機関等の要請に応じ、船員教育専門家を派遣しました。また、国際会

議を始めとする関係委員会等に対し、専門分野の委員等として職員を派遣しました。

・研修員の受入 197 名（18 機関）

・海外派遣職員 18 名

(フィリピン国、インド国及びブルガリア国)

・専門分野の委員派遣（国内） 23 名 (46 の委員会等)

〃 （国外） 5 名

(b) 研究成果等海事に係る知見の普及・活用推進

研究活動に関してその成果を定期的に刊行物や研究発表会により公開するとともに、船舶の運航

技術、環境保護対策等の船舶運航技術に関する研究について、外部研究機関と提携し、実船の諸デ

ータ及びその解析結果等を広く提供しました。

論文発表 7 件

学会発表 10 件

研究報告発行 2 回 (2 編)

(c) 海事思想普及等に関する業務

寄港地において大勢を集約する練習船の一般公開やセイルドリルに加え、参加者からの様々な希



望に柔軟に対応を企画・実施するシップスクール及び練習船見学会の効果的な実施を図り、その他

広報紙、インターネットで情報発信をするなど、積極的な海事広報活動を実施しました。

・一般公開 26 回（見学者：97,594 名）

・練習船見学会 10 回（参加者： 554 名）

・シップスクール 43 回（参加者： 2,236 名）

上記の航海訓練の実施、研究の実施及び社会に対する成果等の普及・活用促進（附帯業務の実施）（以

下、「航海訓練の実施等」という。）の財源は、運営費交付金収益（平成 22 年度 5,573 百万円）、資産

見返負債戻入（平成 22 年度 481 百万円）及び航海訓練受託料収入等（平成 22 年度 188 百万円）によ

るものです。

航海訓練の実施等に要する費用は、船舶運航経費、教育訓練経費等の業務費 5,747 百万円及び管理諸

経費等の一般管理費 373 百万円となっています。


